
様式4-1

※医療法人整理番号

法人名　　医療法人社団　青葉会

所在地　　東京都小平市学園西町一丁目2番25号

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

1　事　業　収　益

2　事　業　費　用

(1)事業費 14,741,499

(2)本部費 0

　　本来業務事業利益

Ｂ　附帯業務事業損益

1　事　業　収　益

2　事　業　費　用

　　附帯業務事業利益

　　　　　　　事　業　利　益

Ⅱ　事　業　外　収　益

受取利息 478

その他の事業外収益 727,847

Ⅲ　事　業　外　費　用

支払利息 9,092

その他の事業外費用 41,194

　　　　　　　経　常　利　益

Ⅳ　特　別　利　益

固定資産売却益 0

その他の特別利益 0

Ⅴ　特　別　損　失

固定資産除却損 88

その他の特別損失 0

損　　益　　計　　算　　書

（自　2020年4月1日　　至　2021年3月31日）

(単位：千円）

1,374,880

0

88

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　額

84,484

696,841

728,325

50,286

612,356

718,849

634,365

15,353,855

14,741,499

1,374,792

916,822

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業税

当 期 純 利 益

420,875

法 人 税 等 調 整 額 37,095



様式3-1

※医療法人整理番号

法人名　　医療法人社団　青葉会

所在地　　東京都小平市学園西町一丁目2番25号

Ⅰ 流　動　資　産 9,319,333 Ⅰ 流　動　負　債

現 金 及 び 預 金 6,119,241

医 業 未 収 金 2,672,265

棚 卸 資 産 131,716

未 収 収 益 354,713

立 替 金 11,330

前 払 費 用 39,874

仮 払 金 386

貸 倒 引 当 金 △ 10,192

Ⅱ 固　定　資　産 12,666,674

1 有 形 固 定 資 産 4,516,623

建 物 2,562,992

構 築 物 28,775 Ⅱ 固　定　負　債

医 療 器 械 60,210

器 具 備 品 27,136

一 括 償 却 資 産 10,947

リ ー ス 資 産 263,071

土 地 1,563,492

2 無 形 固 定 資 産 8,229

電 話 加 入 権 4,940

ソ フ ト ウ ェ ア 3,289 Ⅰ

3 そ の 他 の 資 産 8,141,822 Ⅱ

貸 与 型 奨 学 金 71,327

貸 倒 引 当 金 △ 234

出 資 金 5,500,110

差 入 保 証 金 1,252,417

敷 金 388,851

保 険 積 立 金 69,364

奨 学 金 預 け 金 64,740

給 付 型 奨 学 金 248,476

奨 学 引 当 金 △ 79,193

長 期 前 払 費 用 1,052

繰延消費税等資産 943

繰 延 税 金 資 産 623,969

21,986,007

17,000

16,276,231

資　産　合　計 負債・純資産合計 21,986,007

15,826,231繰 越 利 益 積 立 金

450,000

純　資　産　合　計 16,293,231

別 途 積 立 金

設 立 等 積 立 金

積 立 金

長 期 借 入 金 1,071,249

負　債　合　計 5,692,776

純　資　産　の　部

退 職 給 付 引 当 金 1,749,961

長 期 リ ー ス 債 務 184,790

3,006,000

仮 受 金 12,380

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金 569,552

268,391

74,429

従 業 員 預 り 金

入 院 保 証 金

短 期 リ ー ス 債 務 84,663

未 払 金

14,414

355,012

74,944

科　　　目 金　　　額

2,686,776

買 掛 金 576,019

預 り 金 5,428

短 期 借 入 金 651,544

科　　　目 金　　　額

貸　　借　　対　　照　　表

(2021年3月31日現在）

(単位：千円）

負　債　の　部資　産　の　部



医療法人社団青葉会 注記表    

1. 重要な会計方針 

(ア)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

薬品  ：最終仕入原価法に基づく原価法 

給食材料：最終仕入原価法に基づく原価法 

診療材料：最終仕入原価法に基づく原価法 

貯蔵品 ：最終仕入原価法に基づく原価法 

(イ)固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

建物・建物附属設備・構築物：定額法。ただし、2016 年 4 月 1 日前に取得し

た建物附属設備については定率法を採用しております。 

上記の資産以外の有形固定資産：定率法 

無形固定資産 

定額法 

リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（なお、リース取引開始日が 2018 年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナン 

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を 

採用しております。） 

(ウ)引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して 

おります。 

奨学引当金 

奨学貸付金については、将来における償却額を考慮した一定の金額を引当金として 

計上しております。 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の 

負担額を計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法によ 

る当事業年度末自己都合要支給額）を計上しております。 



 

(エ) 消費税及び地方消費税の会計処理の方法  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

(オ) その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

該当なし 

 

2. 会計方針の変更 

該当なし 

 

3. 貸借対照表等に関する事項 

(ア) 固定資産の償却年数又は残存価額の変更に重要性がある場合の影響額 

該当なし 

(イ) 満期保有目的の債券に重要性がある場合の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

(ウ) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 

 

繰延税金資産 （千円） 

 退職給付引当金 ４５３，５９０ 

 賞与引当金 １４７，６２８ 

 奨学引当金 ２０，５２７ 

 未払事業税 ２，２２３ 

繰延税金資産合計 ６２３，９６８ 

 

(エ) 補助金等に重要性がある場合の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額 

（別紙１参照） 

 

4. 継続事業の前提に関する事項 

該当なし 

 

  



 

5. 担保に供されている資産に関する事項 

担保に供している資産 

土地                318,297 千円 

建物               1,926,229 千円 

建物附属設備               215,533 千円 

構築物                22,058 千円 

合計               2,482,117 千円 

 

担保に係る債務 

長期借入金               1,222,793 千円 

合計                1,222,793 千円 

 

6. 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

 

7. （１）法人である関係事業者 
種類 名称 所在地 総 資 産 額

（千円） 
事 業 内

容 
関 係 事

業 者 と

の関係 

取引の

内容 
取引金額

（千円） 
科目 期末残高 

（千円） 

当該法人

の役員が

代表者で

ある法人 

医 療 法

人 社 団

東光会 

埼 玉 県

戸田市 
32,306,135 病 院 の

経営 
関 係 法

人 
基金の

拠出 
5,500,000 出資金 5,500,000 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 当該取引の拠出および返済条件等は社員総会にて決定。 

 返済期間は５年後、無利息とする。 

 

8. 重要な偶発債務に関する事項 

該当なし 

 

9. 重要な後発事項に関する事項 

  該当なし 

 

10. その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

(ア) 賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引 

未払リース料 ￥107,803,721 円 


